
【調査結果】

Ⅰ．貯蓄の状況

　本年の1世帯当たり平均貯蓄保有額は、1,366万円と前年（1,309万円）に比べて増加した。年間増加額(57万円)の金融商品別内訳をみると、株価上昇等を映じた株式保有額の増加(25万円)と預貯金の増加(31万円)の寄与が大きい。

　また、貯蓄保有世帯の中央値は、880万円と前年（800万円）を上回っている。

（図表１）貯蓄保有世帯の貯蓄保有額＜問3(a)＞

[image: image36.wmf]30.8

9.8

69.0

46.5

8.0

31.2

11.5

63.5

44.7

10.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

年金が支給される金額が

切り下げられる

年金が支給される年令が

引き上げられる

高齢者への医療・介護費

用の個人負担が増える

物価上昇等により費用が

増えていく

その他

（％）

平成

10

年

平成

11

年


（図表２）貯蓄保有額が増えた理由

　　　　（１年前に比べ貯蓄が増えた　　　　　　　　（参考）日経平均株価と株式保有額

　　　　　世帯、複数回答)＜問8(a)＞
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（図表３）貯蓄の種類別構成比＜問3(a)＞

（万円、構成比％）
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Ⅱ．金融環境に対する認識

１．金融商品選択と行動の有無

（１）金融商品の選択基準

　金融商品選択の際に最も重視していることとしては、「元本が保証されている」との回答が多く、しかも年々増加している。このため、「元本が保証されている」と「取扱金融機関が信用できる」を合算した『安全性を重視する割合』は、半分以上に達している。

　一方、『収益性を重視する割合』は減少傾向が続いてきたが、「値上がり益を期待できる」が増えたことから下げ止まっている。

（注）ここでは、「安全性」、「流動性」、「収益性」に関わる項目をそれぞれ下記のように分類。

　　　安全性：「元本が保証されているから」、「取扱金融機関が信用できて安心だから」

　　　流動性：「少額でも預け入れや引き出しが自由にできるから」、「現金に換えやすいから」

　　　収益性：「利回りがよいから」、「将来の値上がりが期待できるから」

（図表４）金融商品を選択する際に重視すること＜問5＞


（個別にみた場合の推移）
（３基準としてみた場合の推移）
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（２）貯蓄を安全にするためにとった行動と今後の対応

　これまでに貯蓄を安全にするために「何らかの行動をした」世帯は、3割強となっている。今後については、「何らかの行動をしたいと思う」世帯が6割強と過半数を超えている。

　両者の関係をみると、これまで「何もしていない」世帯では、今後「何らかの行動をしたい」と考えているのは約半分であるのに対し、すでに「何らかの行動をした」世帯については、その大半が今後も「何らかの行動をしたい」と思っている。

　なお、今後の行動の内容については、「預入先を複数金融機関へ分散する」と考える世帯が前年よりも増加している。

（図表５）貯蓄の安全に関する行動＜問14(d)、問14(e)＞
※かっこ内は、平成10年調査。

（これまでの経験）
（今後の意向）
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（貯蓄を安全にするためにとった行動と
（今後における具体的な行動の内容


　今後の対応の関係）＜問14(d)、問14(e)＞
　　　　　　　　＜行動したいと思う世帯＝100％＞）
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（３）低金利下での行動

　低金利で｢何らかの行動をした｣世帯の割合は、38.0％と前回調査（35.4％）を若干上回った。

　（図表６）低金利下での行動＜問12＞
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　（具体的な行動の内容＜行動した世帯＝100％＞）
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２．金融システム問題

（１）取引金融機関の経営内容に対する受け止め方

　自ら取引している民間金融機関の経営内容に対する受け止め方としては、「経営内容は健全だと思っているので、不安はない」が前年比△4.2％ポイント減少している。

（図表７）取引金融機関の経営内容に対する受け止め方＜問18(b)＞
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（２）金融情勢に対する評価

　今後１～２年間の金融情勢に対する評価は、「現状と変わらない状況が続く」との見方が前年比＋8.7％ポイント増加する一方、「さらに混乱する」との見方は減少。

　ただ、上記のとおり、自ら取引している民間金融機関の経営内容についてはむしろやや厳しめの見方になっていることを考え併せると、生活者自らの金融環境に対する不透明感は引き続き根強い。

（図表８）今後１～２年間の金融情勢に対する評価＜問18(c)＞
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（３）金融機関の経営破綻に関する経験

　金融機関の経営破綻に関して、「取引中に金融機関の経営が破綻するという経験をした」世帯は8.8％となっており、「自分は直接経験していないが、友人や知人が破綻を経験した」は15.2％となっている。

　（図表９）金融機関の破綻に関する経験＜問18(a)＞

　　　　　　[image: image13.wmf]自分は経験していない

し、知人や友人も経験

していない

73.1%

（無回答）

0.8%

取引していた金融機関

が破綻する直前に、取

引を止めた

2.1%

自分は直接経験してい

ないが、友人や知人が

取引していた金融機関

が破綻する経験をした

15.2%

取引中に金融機関の経

営が破綻するという経

験をした

8.8%


（４）預金保険制度ほか各種セーフティネットの認知

　この間、預金保険制度を知っている世帯は、全体の４分の３近くまで増加。このうち、「内容まで知っている」世帯も前年比＋4.5％ポイント増加している。また、投資者保護基金、保険契約者保護機構の認知度は、全世帯ベースでみると、創設されて間もないこともあってか、半数に満たないが、各制度に関連する金融商品の保有経験がある世帯をベースとしてみると、両制度とも半数を超える世帯が、その存在を知っていることがわかる。

（図表１０）預金保険制度の認知度＜問14(a)＞　（図表１１）各種セーフティネットの認知度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜問14(a)～(c)＞
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３．金融サービス、金融情報・知識に対する生活者ニーズ

（１）取引金融機関の経営内容の確認

　「金融機関の経営内容を確認したいという意思があっても、確認していない」世帯（注）は増加。また、取引金融機関の経営内容に対する受け止め方の違いで区分してみると、経営内容に対して不安がある世帯ほど、経営内容を確認したいと思う世帯は多くなるが、逆に、実際に確認したことがある世帯は少なくなる傾向がある。この傾向は前年対比でみても、さらに強まっていることが窺われる。

（注）「経営内容を確認したいという意思があっても、確認していない」世帯は、「確認したいと思っても、確認の方法がわからない」世帯と「確認したいと思っても、経営に関する情報が十分でないと思っている」世帯の合計。

（図表１２）取引金融機関の経営内容の確認
　　　　＜問18(d)＞
（取引金融機関の経営内容に対する受け止め方との関係）
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（２）金融機関に対するサービス改善要望

　上記のように「金融機関の経営内容を確認したい」とのニーズが高まる中で、金融機関のサービスについて、「金融機関の経営内容の開示」面で改善を要望する声は年々高まってきている。
（図表１３）金融機関へのサービス改善要望

　　　　　（上位５項目の時系列推移、複数回答）＜問16＞
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（３）金融知識吸収に対する姿勢

　金融機関の経営内容の確認等と関連して、金融知識に対する生活者の姿勢を窺うと、全体の半数が、自分の金融知識は現在「十分でないと感じており、さらによく知りたい」と回答している。また、金融情報へのニーズは、自らが取引する民間金融機関の経営内容に対する受け止め方が厳しくなるほど強くなっている。

（図表１４）金融知識に対する生活者の姿勢　（図表１５）取引金融機関の経営内容に対する受け止め方と、

　　　　　　＜問19(a)、問19(b)＞　　　　　　　　　　金融知識へのニーズ＜問18(b)、問19(b)＞
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４．金融ビッグバンの受け止め方

（１）ビッグバンの認知度・評価

　ビッグバンを知っている世帯は、約半数に止まっている。

　また、ビッグバンを知っている世帯に、ビッグバンの進展によって自らの生活にどのような影響があるかを尋ねると、「金融機関の経営内容に格差が生じたり、商品が複雑になるなど、生活に負担がかかる」との回答が、「経済が活性化し、生活に好ましい影響を与える」との回答を上回った。
（図表１６）ビッグバンの認知度＜問17(a)＞　　（図表１７）ビッグバンの進展によって予想されること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ビッグバンを知っている世帯）＜問17(c)＞
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（２）各種金融商品の選択における自己責任の受け止め方

　金融商品の選択における自己責任の受け止め方は、全般的に、「自分で責任を持つのは当然」と考える世帯が前年比減少している。具体的にみると、「株式」や「外貨預金」など相場の状況によって価格変動する金融商品については、「自分で責任を持てと言われても困る」と考える世帯も同時に減少しているが、「預金」や「保険」など取扱金融機関によって元本が保証されている商品は、「自分で責任を持てと言われても困る」と考える世帯が増加している。

（図表１８）自己責任の受け止め方＜問15(a)＞
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Ⅲ．収入・消費と借入

１．収入、消費支出

　過去1年間の手取り収入は571万円と、前年（576万円）比△0.9％の減少となった。一方、消費支出は492万円と前年（490万円）比微増。

　この間、貯蓄のネット積み増しは25万円、借入のネット返済は23万円となった(注)。

（注）貯蓄のネット積み増しは、「年間貯蓄額(e)」－「貯蓄金取り崩し額(b)」。

　　　借入のネット返済は、「年間借入金返済(f)」－「 新規借入金額(c)」。 
（図表１９）平均モデル世帯の収支状況＜問20(a)＞

（万円、％）
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　　（注）かっこ内は、年間手取り収入を100とした構成比。

　　　　　　
２．借入金

　借入金のある世帯だけに限った平均借入金残高は増加（10年1,123万円→11年1,173万円）しているが、借入金のある世帯の割合が３年連続で減少を続けているため、全世帯でみると平均借入残高は500万円と前年（507万円）よりも減少した。

（図表２０）借入金のある世帯割合　（図表２１）平均借入金残高

　　　　　　＜問24＞　　　　　　　　　　　　＜問25＞
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Ⅳ．生活の設計

１．生活設計の策定状況

　「生活設計を立てている」世帯は約3割、「今後は生活設計を立てるつもり」の世帯は4割強になっている。こうした生活設計の有無と、心の豊かさの実感との関係をみると、生活設計を立てている世帯ほど「心の豊かさを実感している」世帯の割合が多くなっている。

（図表２２）生活設計の策定＜問30(a)＞
（心の豊かさの実感と生活設計の関係）

＜問28(a)、問30(a)＞
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２．貯蓄の目的

　貯蓄がある世帯が貯蓄目的として挙げている内容としては、「病気・災害への備え」が最も多く、次いで「老後の生活資金」、「こどもの教育資金」が続いている。このうち、「老後の生活資金」はここ数年増加傾向を辿っている。

（図表２３）貯蓄の目的（３つまでの複数回答）＜問10＞
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３．老後の生活

（１）老後の生活への心配
　老後の生活について「心配している」世帯（注）の占める割合は、引続き高水準となっている。ただ、前年対比でみると、物価の落ち着きを映じて、高齢者を中心に若干減少。

（注）「心配している」世帯は、「非常に心配している」世帯と「多少心配している」世帯の合計。

（図表２４）老後の生活への心配＜問36(b)＞
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（図表２５）老後の生活を心配している理由(複数回答)＜問37＞
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（２）年金に対する考え方

　老後の不安に大きな影響を与えている年金について、年金では「ゆとりはない」（注）と受け止める世帯は、世帯主年齢60歳未満の世帯では横這い、同60歳以上の世帯で若干減少となった。

　「ゆとりはない」とする理由を窺うと、世帯主年齢60歳未満の世帯では、「医療・介護費用の個人負担が増える」という支出面での不安が減少しているが、年金支給金額が「切り下がるのではないか」という収入面での不安が増加している。一方、世帯主60歳以上の世帯は、「医療・介護費用の個人負担が増える」という支出面での不安だけが減少し、年金支給に対する不安はさほど増加していない。

（注）「ゆとりはない」は、「年金だけではゆとりがない」と「ゆとりはないが、日常生活費程度はまかなえる」の合計。
（図表２６）年金に対する考え方＜問39(a)＞
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（図表２７）年金だけではゆとりがないと考える理由（ゆとりはないと回答

　　　　　　した世帯、２つまでの複数回答）＜問39(b)＞


（世帯主年齢60歳未満の世帯）
（世帯主年齢60歳以上の世帯）
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(注)「ゆとりはない」は、「年金だけではゆとりがない」と「ゆとりはないが、


　　日常生活費程度はまかなえる」の合計。
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